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A Systematic Review of the Quality of Reporting the Efficacy of Social Skills Training 
Applying Learning Theories for Children and Adults with Disabilities in Japan 
Yokoyama Takayuki* 
Objective: This study clarified the quality of research reports showing the effectiveness of social 
skills training for children and adults with disabilities in Japan using the checklist of Iwabe, 
Iwaoka, and Yoshiike (2014). In addition, this study considered measures for high quality 
reporting. 
Method: Two databases (CiNii and J-STAGE) for articles published between 2010 and 2017 were 
searched, and evaluated according to an expanded version of Iwabe’s checklist (39 items). 
Results: Twenty four articles were selected for the research, of which 2 were non-RCTs, 21 were 
before-after studies and 1 employed combined study design. More than half of the articles were 
evaluated as having no information on 19 items in the checklist. In addition, there were no articles 
reported on 5 items in the checklist. There was no significant correlation between article issued 
year and item description count scores(r =-.11, 95%Cl=-.50~.32, p=.61, n=23). 
Discussion: It was considered focusing on 5 items in the checklist that were not reported in analysis 
target articles. Specifically, it was examined future strategies to properly describe "sample size," 
"dealing with missing data," "flowchart," "reason for dropout" and "conflict of interest" in 
intervention research papers. 
１．問題と目的
障害児・者への援助方法の一つとして、学習理論を応用



























ドラインが作成されている。例えば、Schulz, Altman, Moher, 
& CONSORT Group（2010）はランダム化比較試験の研究
報告の質向上を目的とした報告ガイドライン Consolidated 
Standards of Reporting Trial（CONSORT 声明）を作成した。
CONSORT 声明は初版が 1996 年に発表され、2001 年に改
訂、2010 年に再度改訂されている。また、非ランダム化
研究では Jarlais, Lyles, Crepaz, & TREND Group（2004）が
Transparent Reporting of Evaluation with Nonrandomized 
Designs（TREND 声明）を、Elm et al.（2007）は観察研究
におけるコーホート研究、ケース・コントロール研究、横
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断研究の報告ガイドライン Strengthening the Reporting of 









クリストを 2010 年版の CONSORT 声明に基づいて改編し
（39 項目）、日本人小児を対象とした野菜摂取を促す教育
プログラムの効果を検証した報告の質について、系統的に

















る論文とした。①2010 年から 2017 年の 8 年間に発表され


















い”“障碍”の 3 種類とした。介入名称は“Social Skills 
Training”“Social Skill Training”“SST”“ソーシャルスキル
トレーニング”“ソーシャルスキル訓練”“社会技能訓練”
“生活技能訓練”の 7 種類とした。CiNii と J-STAGE のそ
れぞれで 3×7 の条件で検索を行った。最終検索日は 2018
年 2 月 15 日であった。 














様に該当する場合は 1 点、非該当の場合は 0 点とし、全
論文の全項目を得点化した。なお、a と b の 2 段階を設
けている項目では、a に該当する場合は 2 点、b に該当す











ス検索では 379 件で重複した 163 件を除外し、216 件の論
文について 1 次スクリーニングを行った。適格基準と照ら
し 179 件が除外され、37 件が 2 次スクリーニングの対象
となった。その後、適格基準に合わない 13 件を除いた 24
件を最終的に採択し、本研究の分析対象とした。 





















































































































































































































   
   
   
   































































   
   
   
   




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年が 6 件、2013 年が 5 件、2014 年が 3 件、2015 年が 1 件、
2016 年が 2 件、2017 年が 1 件であった。 
 
（２）チェックリスト項目の該当率 
 表 2 に研究デザイン別の該当率を示した。表 2 における
2 段階の項目の該当率は a と b の該当件数の和を n で除し
たものである。また、表 2 は non-RCT と前後比較試験の
両方を含む論文 1 件を除外した 23 論文の結果である。 
まずは、研究デザインが比較対照試験の報告のみに必要
な「12.対照群への介入」「16.割付け方法」「17.マスキング」









































相反」について報告された論文は 1 件もなかった。 
比較対照試験である non-RCT の論文は 2 件あったが、そ
のうち「12.対照群への介入」「16.割付け方法」「27.ベース
ラインの同等性」については 1 件しか報告されておらず、




る際、non-RCT と前後比較試験の両方を含む論文 1 件を除
き、研究デザインが比較対照試験のみに必要な「12.対照
群への介入」「16.割付け方法」「17.マスキング」「27.ベー










CiNii：最終検索 2018 年 2 月 15 日 


















1.タイトル・抄録 2 （100%） 20 （95%） 22 （96%）
2.研究デザインの記述 0 （0%） 6 (29%） 6 （26%）
はじめに 3.理論モデル 2 （100%） 20 （95%） 22 （96%）
目的 4.目的 a 1 （50%） 8 （86%） 9 （83%）
b 0 10 10
方法 5.参加者の適格基準 2 （100%） 6 （29%） 8 （35%）
6.募集方法 0 （0%） 4 （19%） 4 （17%）
7.セッティング・場所 0 （0%） 13 （62%） 13 （57%）
8.介入期間・介入回数 a 1 （100%） 11 （90%） 12 （91%）
b 1 8 9
9.介入実施者 1 （50%） 18 （86%） 19 （83%）
10.介入時期 2 （100%） 20 （95%） 22 （96%）
11.介入実施の単位 a 0 （100%） 3 （90%） 3 （91%）
b 2 16 18
12.対照群への介入† 1 （50%） ― ― 1 （4%）
13.プライマリエンドポイント a 2 （100%） 21 （100%） 23 （100%）
b 0 0 0
14.測定方法 2 （100%） 20 （95%） 22 （96%）
15.サンプルサイズ 0 （0%） 0 （0%） 0 （0%）
16.割付け方法† 1 （50%） ― ― 1 （4%）
17.マスキング† 0 （0%） ― ― 0 （0%）
18.統計学的手法 0 （0%） 4 （19%） 4 （17%）
19.欠損データの取扱 0 （0%） 0 （0%） 0 （0%）
20.統計ソフトウェア 0 （0%） 2 （10%） 2 （9%）
21.倫理的配慮 0 （0%） 1 （5%） 1 （4%）
結果 22.フローチャート 0 （0%） 0 （0%） 0 （0%）
23.介入者数 1 （50%） 1 （5%） 2 （9%）
24.脱落の理由 0 （0%） 0 （0%） 0 （0%）
25.募集期間・追跡期間 1 （50%） 0 （0%） 1 （4%）
26.ベースラインデータ a 0 （100%） 0 （100%） 0 （100%）
b 2 21 23
27.ベースラインにおける同等性† 1 （50%） ― ― 1 （4%）
28.解析人数 1 （50%） 14 （67%） 15 （65%）
29.脱落者への対応 0 （0%） 1 （5%） 1 （4%）
30.アウトカムと推定 a 0 （50%） 0 （24%） 0 （26%）
b 1 5 6
31.補助的解析 0 （0%） 2 （10%） 2 （9%）
32.有害事象 0 （0%） 1 （5%） 1 （4%）
考察 33.解釈 a 0 （0%） 4 （71%） 4 （65%）
b 0 11 11
34.一般化可能性 1 （50%） 6 （29%） 7 （30%）
35.全体としてのエビデンス a 0 （50%） 0 （57%） 0 （57%）
b 1 12 13
36.利益相反 0 （0%） 0 （0%） 0 （0%）
構造化 37.本文の構造化 2 （100%） 18 （86%） 20 （87%）
38.抄録の有無 2 （100%） 19 （90%） 21 （91%）
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